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    平成30年松江市議会決算特別委員会記録 

 

１ 日  時  平成30年９月13日（木曜日）午前９時59分開議 

２ 場  所  本会議場 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 決算第１号 平成29年度松江市一般会計歳入歳出決算 

 決算第２号 平成29年度松江市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算 

 決算第３号 平成29年度松江市宍道国民健康保険診療施設事業特別会計歳入歳出決算 

 決算第４号 平成29年度松江市後期高齢者医療保険事業特別会計歳入歳出決算 

 決算第５号 平成29年度松江市介護保険事業特別会計歳入歳出決算 

 決算第６号 平成29年度松江市企業団地事業特別会計歳入歳出決算 

 決算第７号 平成29年度松江市公園墓地事業特別会計歳入歳出決算 

 決算第８号 平成29年度松江市鹿島町恵曇・講武・御津・佐太財産区特別会計歳入歳出決算 

 決算第９号 平成29年度松江市水道事業会計決算 

 決算第10号 平成29年度松江市下水道事業会計決算 

 決算第11号 平成29年度松江市ガス事業会計決算 

 決算第12号 平成29年度松江市交通事業会計決算 

 決算第13号 平成29年度松江市病院事業会計決算 

 分科会の設置について 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

出 席 委 員（32名）        

    河  内  大  輔 

    出  川  桃  子 

    細  木  明  美 

    太  田     哲 

    田  中     肇 

    米  田  と き こ 

    三  島  伸  夫 

    岩  本  雅  之 

    新  井  昌  禎 

    吉  金     隆 

    長 谷 川  修  二 

    柳  原     治 

    吉  儀  敬  子 

    橘     祥  朗 

    野  津  直  嗣 

    野 々 内     誠 

    森  本  秀  歳 

    貴  谷  麻  以 

    野  津  照  雄 

    川  島  光  雅 

    石  倉  徳  章 

    畑  尾  幸  生 

    森  脇  幸  好 

    南  波     巖 

    津  森  良  治 

    宅  野  賢  治 

    川  井  弘  光 

    篠  原     栄 

    三  島  良  信 

    三  島     進 

    立  脇  通  也 

    比  良  幸  男 

――――――――――――――――――――――― 

欠 席 委 員（なし） 

――――――――――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

  事 務 局 長     原  哲  也 

  次   長   二  村     眞 

          福  島  恵 美 子 

  書   記   仲  田  雅  彦 

  書   記   尾  添  和  人 

  書   記   岡  田  美  穂 

  書   記   古  川     進 

――――――――――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

議 事 調 査 
課   長 
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  市   長   松  浦  正  敬 

  副 市 長   能  海  広  明 

  副 市 長   星  野  芳  伸 

  政 策 部 長   井  田  克  己 

          永  島  真  吾 

  総 務 部 長   広  江  み づ ほ 

  総務部次長   島  根  史  明 

          須  山  敏  之 

  財 政 部 長   講  武  直  樹 

  財政部次長   水     研  二 

          森  山  郁  夫 

          錦  織  裕  司 

  市 民 部 長   松  延  由  子 

  福 祉 部 長   早  弓  康  雄 

  健 康 部 長   小  塚     豊 

  子育て部長   舩  木     忠 

          山  内  政  司 

          藤  原  亮  彦 

          安  達  良  三 

  消 防 長   菅  井  公  治 

  教 育 長   清  水  伸  夫 

  副 教 育 長   高  橋  良  次 

  副 教 育 長   古  藤  浩  夫 

          川  原  良  一 

  ガ ス 局 長   渡  部  厚  志 

  交 通 局 長   三  島  康  夫 

          吉  川  浩  二 

――――――――――――――――――――――― 

 〔午前９時59分開議〕 

○三島（進）委員長 おはようございます。 

 ただいまから決算特別委員会を開きます。 

 初めに、本日の審査順序につきましては、お手元

に配付しております審査順序案のとおり審査するこ

とに御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○三島（進）委員長 御異議ありませんので、その

ように決定をいたします。 

 次に、委員の皆様方にお願いですが、質疑につい

ては各分科会で審査を行う計数的なことなど、細部

にわたる質疑はできるだけ避けていただくようお願

いをいたします。また、質疑は自席から一問一答方

式でお願いをいたします。 

 質疑時間は、総括質疑、議案質疑を合わせておお

むね15分といたしますので、御協力よろしくお願い

を申し上げます。 

 なお、決算書に関する質疑につきましては、先に

ページ数を言っていただくようお願いをいたしま

す。 

――――――――――――――――――――――― 

 決算第１号「平成29年度松江市一般会計歳入歳出 

      決算」 

 決算第２号「平成29年度松江市国民健康保険事業 

      特別会計歳入歳出決算」 

 決算第３号「平成29年度松江市宍道国民健康保険 

      診療施設事業特別会計歳入歳出決算」 

 決算第４号「平成29年度松江市後期高齢者医療保 

      険事業特別会計歳入歳出決算」 

 決算第５号「平成29年度松江市介護保険事業特別 

      会計歳入歳出決算」 

 決算第６号「平成29年度松江市企業団地事業特別 

      会計歳入歳出決算」 

 決算第７号「平成29年度松江市公園墓地事業特別 

      会計歳入歳出決算」 

 決算第８号「平成29年度松江市鹿島町恵曇・講 

      武・御津・佐太財産区特別会計歳入歳 

      出決算」 

 決算第９号「平成29年度松江市水道事業会計決 

      算」 

 決算第10号「平成29年度松江市下水道事業会計決 

      算」 

 決算第11号「平成29年度松江市ガス事業会計決 

      算」 

 決算第12号「平成29年度松江市交通事業会計決 

      算」 

 決算第13号「平成29年度松江市病院事業会計決 

      算」 

○三島（進）委員長 これより決算第１号「平成

29年度松江市一般会計歳入歳出決算」から決算第

13号「平成29年度松江市病院事業会計決算」までの

総括質疑に入ります。 

 あらかじめ総括質疑の通告があるのは、野津照雄

委員、岩本雅之委員、川井弘光委員、長谷川修二委

員、橘祥朗委員の５名でございます。 

 総括質疑の順序につきましては、野津照雄委員、

産 業 経 済 
部   長 
観 光 振 興 
部   長 

環 境 保 全 
部   長 
歴 史 ま ち 
づくり部長 

市 立 病 院 
事 務 局 長 

防 災 安 全 
部   長 

大橋川治水 
事業推進部長 

上 下 水 道 
局   長 

都 市 整 備 
部   長 
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岩本雅之委員、川井弘光委員、長谷川修二委員、橘

祥朗委員の順で行います。 

 それでは、総括質疑に入ります。 

 松政クラブ野津照雄委員。 

○野津（照）委員 松政クラブの野津照雄でござい

ます。会派を代表して総括質疑いたしますので、よ

ろしくお願いしたいと思います。 

 一般会計についてお尋ねをいたします。 

 経常収支比率、これについてですが、前年度と比

べて1.2％減の90.4％となり、改善の方向ではあり

ますが、財政構造の硬直化の指標であります80％を

上回っています。一朝一夕には改善するものではな

いと思いますが、今後の見通しはいかがでしょうか

お尋ねをいたします。 

○三島（進）委員長 松浦市長。 

○市長（松浦正敬） 経常収支比率、今御指摘がご

ざいましたように、今回は公債費の減などによりま

して分子が約５億円減ったということでございまし

て、1.2ポイント比率が改善をしたということでご

ざいます。 

 経常収支比率は、いわゆる弾力性というものをは

かる目安になるわけでございますので、今野津委員

のおっしゃいましたように８割ということになりま

すと２割余裕があると、こういうことで大変理想的

なことになるわけでございますが、最近の地方財政

って非常に厳しい時代を歩んできたということで、

経常収支比率の全国平均も90％台に上がってきてお

ります。平成28年度の全国平均は93.4％ということ

でございますので、松江市もそこそこ順位としまし

てはいい順位にあるということでございます。しか

し、だからといって硬直度が改善をしているという

ことではないわけでございますので、今後一層この

弾力化に向けまして努力をしていかなければいけな

いと、こういうふうに思っております。 

 今の、いわゆる分母の地方交付税につきまして

は、松江市は合併算定がえの縮減によりまして、こ

れからも減額が続いていくと、こういうことがござ

います。一方、分子につきましては扶助費等を中心

にしましてやはり上昇すると、こういう状況がござ

いますので、今後行財政改革ということに一層取り

組んでいくということで、財政の硬直化を招かない

ように今後も努力してまいりたいと思っておりま

す。 

○三島（進）委員長 野津照雄委員。 

○野津（照）委員 今、全国のレベル等もおっしゃ

いましたですが、私どものほうはこの数字はあくま

でも90.幾らですけれど、今現在余りこの指標だけ

に、今市長おっしゃいましたですけれど、これを追

い詰めていくと、これは余りいい方向じゃないと。

特に市民サービスに影響を与えるんじゃないかと、

また閉塞感を与えることになりはしないかと思いま

すんで、その辺のところで危惧しているわけですけ

れども、再度教えていただけますか。 

○三島（進）委員長 松浦市長。 

○市長（松浦正敬） ちょっとおっしゃっている意

味がよくわかりませんが、もっと事業をやれという

趣旨なのかどうかわかりませんが、いずれにしまし

てもここで見ている話というのは起債とかそういう

話ではなくて、毎年入ってくる一般財源の中で、そ

の中で出ていく、義務的に出ていくものが何割を占

めているかと、こういうことでございます。今のよ

うにやはり９割を超えていくということになります

と、何か大きな仕事をやっていくと、こういった臨

時的なものに振り向けていく余裕度というのがだん

だんなくなるわけでございますので、これはこれで

やっぱりいわゆる義務的経費というのは切り詰めて

いく必要があると、こういうふうに思っておりま

す。 

○三島（進）委員長 野津照雄委員。 

○野津（照）委員 ようわかりました。 

 次に、市税についてお尋ねをいたします。 

 市税は、前年度比プラス1.7％の増でありまし

た。特に個人市民税は人口が減少しているにもかか

わらず１億8,800万円、これの増でございました。

景気の動向に左右されるところが大きいと思います

が、要因並びに今後の見通しについてお尋ねをいた

します。 

○三島（進）委員長 講武財政部長。 

○財政部長（講武直樹） 委員御指摘のように、松

江市におきまして人口減少が残念ながらちょっと続

いておりますが、雇用情勢が安定をしていることも

ありますのか、個人市民税の納税義務者数は近年増

加傾向にございます。そして、給与所得者の平均所

得額も前年度比で上昇しておりまして、個人市民税

が増収になったものと考えているところでございま

す。 

 このほかの市税の増収要因でございますけれど

も、法人市民税におきましては平成28年４月からの
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法人税の引き下げによるマイナス要因があったもの

の、法人税割額、均等割額がともに伸びまして約

3,600万円の増加となりました。それから、固定資

産税、都市計画税におきましては家屋の新増築や設

備投資による償却資産の増、東出雲町での都市計画

税の不均一課税の解消によりまして約２億9,300万

円の増加となったところでございます。 

 こうした増加要因によりまして、市税全体といた

しましては約４億7,000万円の増収となったところ

でございます。 

 今後の見通しにつきましては、予測はなかなか難

しいところではございますけれども、法人市民税に

おきまして平成31年10月から法人税割の税率が

12.1％から8.4％に引き下げになることがもう決ま

っております。その後、こうした影響は出てくるも

のと予想しております。また、たばこ税につきまし

ては近年減少傾向が続いております。これはたばこ

を吸う方が減っているということでございますけれ

ども、税率が平成30年10月１日から３段階で引き上

げられることになっておりますので、数年は横ばい

で推移するのではないかと推計しているところでご

ざいます。以上でございます。 

○三島（進）委員長 野津照雄委員。 

○野津（照）委員 よくわかりました。ただ、危惧

される面もありますんで、景気が何とかいい方向に

行くように願っていると私どもも思います。 

 次に、普通交付税についてお尋ねをいたします。 

 合併算定がえの関係で大幅な減額となっていま

す。今後はどのように見込まれていますでしょう

か。特に広い市域を持つ松江市においては、公共施

設の維持管理の問題、合併特例期間終了となるわけ

ですけれども、これを延長するような要請なり、こ

れにかわる交付税等があるのか、検討されているの

かについてお尋ねをいたします。 

○三島（進）委員長 講武財政部長。 

○財政部長（講武直樹） 平成29年度の普通交付税

の決算額は、約200億6,000万円でございました。前

年度比で約６億4,000万円の減額となったところで

ございます。そのうち合併算定がえの縮減によるも

のが４億3,000万円でございます。平成30年度では

５億4,000万円の減額となっております。 

 一方で、追加需要額は、全国市長会で強く働きか

けましたことによりまして、平成34年度には約32億

円まで追加需要額を積み上げていただくことになり

ましたので、当初の縮減見込み額、トータルで57億

円に及ぶという予想をしておりましたけれども、こ

れが約25億円まで縮減されることになっているとこ

ろでございます。 

 現状でございますけれども、平成30年度の算定で

は今までのトータルで18億5,000万円の縮減となっ

ております。残り、平成31年度以降でさらに６億

5,000万円の縮減となる見込みでございます。 

 なかなかこの縮減に対する代替財源というものが

ないものですから、今後も地方債残高の減や行財政

改革に取り組むことによりまして健全な財政運営に

努めてまいりたいと考えています。 

○三島（進）委員長 野津照雄委員。 

○野津（照）委員 わかりました。後は、先を見越

してめり張りのある事業計画をお願いしたいなと思

います。 

 次に、扶助費についてお尋ねいたします。 

 先ほど出ましたですけれど、合併の特例期間終了

によります地方交付税が減少する中で、扶助費など

の社会保障費の増大、それから公共施設の維持等に

苦労するなど財政状況は厳しさを増す一方だと思っ

ております。今後の見込みと、また要因についてお

尋ねいたしたいと思います。 

 あわせて、その中にあって生活扶助費が前年比マ

イナス3,700万円、医療扶助費がマイナス4,500万円

です。これは受給者、受給世帯とも減少が要因なの

でしょうか。また、受給者の年齢等の状況なのでし

ょうか。あわせて今後の見込みについてもお尋ねを

いたします。 

○三島（進）委員長 講武財政部長。 

○財政部長（講武直樹） まず、扶助費などの社会

保障費につきましては、年々増加してきておりま

す。現在も、歳出総額に対する扶助費の割合が25％

を超えているところでございます。特に私立保育所

及び幼稚園に係る給付費、障がい者福祉サービス

費、障がい児通所支援事業費などは、利用者数の増

加や職員の確保及び処遇改善などに伴う給付単価の

引き上げ等によりまして、伸び幅が大きくなってい

るところでございます。今後も増加傾向は続くもの

と推察しているところでございます。 

 また、公共施設の維持管理費につきましては、施

設、設備の老朽化が年々進んでまいりますので、維

持補修費などは増加していきます。これに対応する

ために公共施設の適正化計画に基づきまして長寿命
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化や集約化を進め、適切に管理していく必要がある

と考えているところでございます。 

○三島（進）委員長 早弓福祉部長。 

○福祉部長（早弓康雄） 私のほうから、生活扶助

費とそれから医療扶助費についてお答えいたしたい

と思います。 

 扶助費のうち生活保護費につきましては、生活扶

助費とそれから医療扶助費、それから介護扶助費及

び保護施設の事務費、それからその委託事務費で構

成されているところでございますけれども、生活扶

助費等の減少の主な要因は、生活資金が足りずに生

活に困窮された方が生活保護開始となった、こうい

った方が減ったこと、また就労による収入や年金を

初めとする社会保障給付金の収入増に伴い、保護の

廃止になった方がふえたために、受給者数が年間延

べ375人減少したことによるものでございます。 

 医療扶助費の減少の主な要因につきましては、受

給者数が減少したことはもとより、入院件数の減に

よるものでございます。 

 今後の見込みといたしましては、受給者数が微減

傾向にあるため、生活扶助費等につきましては微減

で推移していくものと見込んでおります。 

 それから、医療扶助費につきましては、過去３年

の決算額の状況から、ほぼ横ばいで推移していくも

のと見込んでおります。以上でございます。 

○三島（進）委員長 野津照雄委員。 

○野津（照）委員 ようわかりました。常がね市長

がおっしゃっておりますが、健康寿命等の関係がこ

こで出ているんじゃないかなと思います。 

 その中で、先ほど若干出ましたですが、保育士の

処遇改善、これについてお尋ねしたいと思うんです

が、実際助成等をされておりますが、その支給のや

り方ですね。一時金なのか、それとも本給を上げる

のかとか、それを実際に実施されているかどうかの

確認はどのようにされていますでしょうかお尋ねを

いたします。 

○三島（進）委員長 舩木子育て部長。 

○子育て部長（舩木忠） 保育士等の処遇改善につ

きましては、平成25年度より平均経験年数や賃金改

善等の取り組みに応じた処遇改善加算、これは処遇

改善Ⅰと言っておりますけれども、行ってまいって

きたところでございます。また、昨年度、平成29年

度からはこれに加えまして技能、経験に応じた処遇

改善加算が新設をされたところでございます。これ

は処遇改善Ⅱと言っております。 

 この処遇改善分につきましては、運営費に含めま

して各法人に支出をしており、そこから保育士等の

職員に一時金等、それぞれの施設のやり方で支給を

されているところでございます。 

 この加算につきましては、適切に賃金等に反映す

ることとされておりますので、提出をされました賃

金改善計画書及び実績報告書で確認をしてまいって

いるところでございます。 

 今年度からは、中核市に移行したことによりまし

て、監査を行います福祉部と連携をして、先ほど申

しました施設から提出されます実績報告書と賃金・

給与台帳などを照らし合わせまして、賃金等に充当

されていることを確認する予定としております。 

○三島（進）委員長 野津委員。 

○野津（照）委員 ようわかりました。確実に履行

されるとは思いますけれども、信頼するだけじゃな

くて現実監査もされるということですから、よろし

くチェックをお願いしたいと思います。 

 次に、収入未済額についてお尋ねいたします。 

 住宅使用料の未済額が1,800万円余りありますけ

れども、これは過年度分もあるんじゃなかろうかと

思いますが、未払いによる住宅を退去された方がい

らっしゃるかどうかの有無と、それから状況につい

てお尋ねをいたします。 

○三島（進）委員長 藤原歴史まちづくり部長。 

○歴史まちづくり部長（藤原亮彦） 住宅使用料の

収入未済額の関係でございます。この３年間の推移

を見てみますと、平成27年が1,594万円、それから

平成28年が1,590万円、それから平成29年が御指摘

のございました1,824万円ということでございまし

て、前年度に比べますと234万円程度の増加となっ

ております。これにつきましては現年分ということ

でございまして、これは滞納徴収を強化する時期が

あるんですが、この市営住宅の管理と徴収というの

は県の住宅供給公社に委託して実施しているという

ことがございます。その公社と市の徴収の担当者が

ともに同じ時期に病休になったということがござい

まして、十分な徴収体制がとれなかったというとこ

ろがこの現年分がふえた要因になっております。 

 こうした要因を踏まえまして、今年度早々には県

の住宅供給公社に徴収体制の充実について申し入れ

を行ったところでございます。 

 一方で、この1,824万円のうち過年度分というの



－6－ 

が1,500万円あります。その1,500万円のうち、もう

既に退去された方が滞納しておられる金額が

1,300万円程度ございまして、これが未済額の減少

につながらない大きな要因になっているということ

でございます。 

 いずれにしましても、滞納者に対しては督促や本

人及び連帯保証人への催告、それから面談による納

付指導などを行っておりまして、その未済額の減少

に努力をしているところでございます。 

 公営住宅は、原則、住宅に困窮する低額の所得者

に対する住居の提供という使命もございますが、悪

質な滞納者につきましては退去を求めることや明け

渡しの訴訟など、毅然とした対応を行っていきたい

と考えております。 

○三島（進）委員長 野津委員。 

○野津（照）委員 たまたま悪い時期も重なったみ

たいな雰囲気もありますけれども、特にマンパワー

の問題とかその横の連携は強く持っていただきたい

なと思います。 

 どうも今、話出ませんでしたので、住宅を退去さ

れた、強制退去というのはなかったと思っておりま

す。 

 それでは、最後の問題に入ります。 

 農業費について、この不用額、これが6,800万円

余りありますけれども、農地流動化推進事業費の中

の農地流動化奨励金、それから特産物振興対策事業

費の中の地域ブランド産地育成事業費など、これは

特に松浦市長が推奨される事業と、これにつながっ

ていると思いますが、本当にこれでいいんかなとい

う気はしております。この辺の要因と今後について

をお尋ねしたいと思います。 

○三島（進）委員長 森山産業経済部長。 

○産業経済部長（森山郁夫） 農業費にかかる不用

額の主な内訳といたしましては、農業振興費が

5,347万5,000円、土地改良費が718万9,000円、農地

費が470万4,000円であります。不用額の多い農業振

興費の主なものは、雪害対策事業費1,122万円、多

面的機能支払事業費598万円、地域ブランド産地育

成事業費323万円のほか、負担金補助及び交付金に

かかわるものが2,438万円余りございます。雪害対

策事業費につきましては、生産者が高齢化等の理由

により施設の復旧を断念されたこと、多面的機能支

払事業費につきましては国の予算の減額に伴うこ

と、地域ブランド産地育成事業費を初めとする補助

事業につきましては、要望された補助の取りやめや

内容の変更などにより、当初に比べ事業量が減少し

たことなどによるものが主な要因でございます。 

 また、農地流動化奨励金につきましては、当初予

算402万5,000円に対して決算額374万8,000円である

ため、予算を有効に活用し、集落営農組織への農地

の集積をさらに促進してまいりたいと考えておりま

す。以上です。 

○三島（進）委員長 野津委員。 

○野津（照）委員 まだ釈然としないものはござい

ますが、会派代表の質問はこれで終わりますけれ

ど、後は分科会でしっかりともんでいただきたい、

かように思います。以上、終わります。 

○三島（進）委員長 真政クラブ岩本雅之委員。 

○岩本委員 おはようございます。真政クラブを代

表して総括質疑をさせていただきます。 

 まずは、公共施設の適正化について。 

 例えば地域活性化の核として期待されていたプー

ルなどの大きな施設事業が廃止、もしくは地元団体

に運営移譲されましたが、そういったさまざまなケ

ースを想定した上で、今後市民サービスが低下しな

いように地域の自主性を引き出す努力をするべきだ

というぐあいに思います。 

 平成29年度の状況について伺います。また、新庁

舎建設に当たり新たな視点があればお聞きしたいと

思います。 

○三島（進）委員長 講武財政部長。 

○財政部長（講武直樹） 公共施設の適正化につき

ましては、市民や地域にとって必要な機能を見きわ

めて、今ある資源を有効に活用しつつ、まちづくり

の視点を持ちながら将来にわたり持続可能な量と質

へ転換を図るという取り組みでございますので、そ

こら辺は御理解いただきたいと思います。 

 一般質問でもお答えをいたしましたけれども、現

状は対象施設103施設のうち54施設で適正化を実施

いたしました。そのうち、地縁団体や地元が主体と

なって組織した団体に譲渡または貸し付けを行った

ものが約半数ございます。それ以外にも現在関係者

の皆様と意見交換を行っている施設も多数ございま

して、適正化を進める際には地元の関係者等に丁寧

に説明しながら進めていきたいと思っています。 

 特に、単に廃止するだけではなくて地元の関係団

体への譲渡、貸し付けをすることによりまして、地

元みずからが主体的に運営する地域の拠点もできた
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ところもございまして、そこから交流が生まれるこ

となど、地域の結びつきが強まって、このことが地

域の活性化につながっているところがあるので、そ

ういったメリット部分もあるのではないかと考えて

いるところでございます。 

 今後は、民間譲渡や複合化、多機能化などさまざ

まな手法を取り入れながら、引き続き不退転の覚悟

を持って将来を担う若い世代に負担を先送りしない

ように取り組んでまいりたいと考えております。 

 それから、公共施設の観点で新庁舎ということで

ございますが、新庁舎のほうも当然完成後の維持、

メンテナンスなどができるだけ簡素化できるとか、

効率化できるとか、光熱費の削減とか、そういった

ことは設計の中でも考えていきたいと考えていると

ころでございます。 

○三島（進）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 続きまして、平成29年度の主要政策より何点かお

伺いいたします。 

 資料は平成29年度主要施策の成果及び実績報告書

資料編、こちらのほうから拾わせていただきまし

た。 

 まず、28ページ。 

 松江市職員の能力開発及び人材育成について。 

 松江市の各種計画を推進するために、そして地方

創生事業を進める上で、もっと大局的な視点が必要

だと私は思っております。 

 平成29年度の実績を踏まえての課題と、能力開発

及び人材育成に必要な視点とは何かを伺います。 

○三島（進）委員長 広江総務部長。 

○総務部長（広江みづほ） 職員の派遣研修や視察

については、人事課予算で実施するもののほか、各

課の事業の中でも予算化を行いながら実施している

ところでございます。 

 平成29年度、人事課で実施いたしました研修につ

きましては決算資料に記載しておりますとおりでご

ざいますけれども、国内派遣研修といたしましては

自治大学校や国土交通大学校、市町村アカデミーや

国際文化アカデミーといった、地方公務員に対して

高度な研修を実施する機関に派遣をしております。

また、本市の国際化を推進するグローバル人材を育

成するため、海外派遣研修といたしまして自治体国

際化協会のニューヨーク事務所に現在派遣をしてお

り、来年度、平成31年度からはシンガポール事務所

のほうへ派遣を予定しているところでございます。 

 これらの機関に派遣をすることで、高度な政策形

成能力や専門分野における実践的な応用力に加え、

それから海外も含めた先進自治体の事例を知ること

で、おっしゃっておりますような広い視野と見識を

養うことにつながるとも考えております。 

 また、こちらのほうでは全国から派遣される研修

生がおりますので、そういった方たちとの交流で得

る人脈というものは、その後事業を進めていく上で

も派遣後の業務の中でも大いに役立っているとも考

えているところでございます。 

 中核市となりましたので、さらに市民サービスの

向上を図っていくということもございます。また、

職員の人材育成は非常に重要だとも考えておりまし

て、職員の能力開発につながる研修や先進地視察等

に係る経費につきましては、厳しい財政状況の中で

はございますけれども、可能な限り確保をしなが

ら、職員がやりがいを持ってその能力を最大限に発

揮できるように努めていきたいと考えております。 

○三島（進）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。県外への視察

研修など積極的に行っていただきたいと思っており

ます。 

 次に、56ページ。 

 中海・宍道湖・大山圏域市長会について。 

 地域の活性化に広域で取り組んでいることについ

て、評価を申したいと思っています。人口の社会増

に取り組むためには、立地的にも大変いい環境が備

わっていると思いますが、大手企業の企業誘致や新

産業創出のため、圏域共同で優遇策などを決めて取

り組むことはできないのでしょうか。力強い産業圏

域の形成に必要な視点とは何かを伺います。 

○三島（進）委員長 松浦市長。 

○市長（松浦正敬） この市長会をつくりまして、

ちょうど10年たつわけでございます。私どもの合い

言葉は、あたかも一つの市になったつもりでやろう

と、こういうことでスタートしたわけでございま

す。そして、観光を中心にしまして一緒にいろいろ

なことをやってきておりますし、なかなか歩調がそ

ろわないというときは松江市がまず先駆けて、例え

ばインドとの交流であるとか、あるいは台湾との交

流であるとかということをやって後を引っ張ってい

くと、こういうやり方をやってきたところでござい

ます。 
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 ただ、なかなかどうしてもそれぞれの市はそれぞ

れのまた立場というものがあって、必ずしもその連

携というのが順調にいっているとは思っておりませ

ん。 

 そこで、先日中経連、中国経済連合会によりまし

て中海・宍道湖・大山圏域経済の見える化分析とい

うことをやっていただいたところでございます。い

ろいろ難しい分析等々をやっていただいたわけであ

りますけれども、結論としてはとにかくこの圏域が

連携して上昇していくと、産業についてですね、と

いうことが何よりも大事だと。そのやり方として、

何か一つのものを一緒になってやっていくというこ

とではなかなか難しいので、それぞれの市において

得意分野というのがあるわけでございます。松江市

でいきますとＩＴ関係と、それから安来の場合であ

りますと鉄鋼関係、それから米子の場合でいきます

と医療の関係、それから出雲市でいきますと電子関

係だとか、いろいろあるわけでございますので、そ

の得意分野というものをそれぞれの市がとにかく追

い求めると。それにその他の４市が何らかの形で連

携をしていくと、こういう連携の仕方というのをこ

れから模索をしていくべきだと、こういう提言をい

ただいておりますので、非常に私ども大変目からう

ろこのような結論だったと思っております。例えば

米子でいきますと医工連携ということをこれからも

やろうとしておりますが、そういうことを一緒にや

っていく、あるいは安来の場合だと鉄鋼関係でござ

いますので鉄鋼の技術を生かして一つの何か製品を

つくり出していく、それも連携をしながらですね。

そういうことをこれから目指して頑張っていきたい

と思っております。 

○三島（進）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 続きまして、62ページ。 

 ジオパーク推進事業について。 

 昨年度、ジオパークに認定され、話題性が生まれ

ましたが、動きがまだ期待できるところまで来てい

ないように思います。地域資源や歴史などと絡めて

さらにＰＲ発信していく必要があると思われます

が、現在の状況と課題があれば教えてください。 

○三島（進）委員長 井田政策部長。 

○政策部長（井田克己） ジオパークの現状と課題

ということですが、現在の状況につきましては柳原

議員の一般質問の際にお答えしましたが、受け入れ

環境づくりを進めているところでございます。 

 これまでの取り組みとしましては、活動拠点とな

ります松江ビジターセンターを開設するとともに、

松江駅の国際観光案内所にジオパークコーナーを設

置しまして来訪者への案内機能を強化させたところ

でございます。あわせまして、ジオパークを案内い

たしますガイド養成を行っており、年度内には認定

ジオガイドということで誕生することとなります。

見どころとなりますジオサイトの解説板や総合案内

看板なども順次設置していく予定としております。 

 それから、来月10月14日には日本ジオパーク認定

を記念いたしましてシンポジウムを開催します。島

根半島・宍道湖中海ジオパークの魅力を内外に広く

発信をしてまいりたいと思っております。 

 課題として、ジオパーク活動は官民挙げた持続的

なものにしていくことが必要でございます。そのた

めには、それぞれの地域によい経済循環ができる仕

組みをつくることが課題であると考えております。

このために、地元産品をジオパークブランドとして

認定し、ホームページなどで広くＰＲをしていきた

いと考えておりますし、また今後実施予定の国立公

園満喫プロジェクトと連携したモニターツアーを踏

まえまして、自然や歴史文化に加え、観光定置網や

アゴすくいなどの体験プラン、それから民宿などを

組み合わせたジオツアーを造成していきたいと考え

ております。 

 こうした取り組みにより、その収益の一部がやが

て普及啓発や環境保全などの費用に活用されること

で、循環型のジオパーク活動にもつなげていきたい

と考えております。以上でございます。 

○三島（進）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 続いて、74ページ。 

 コミュニティバス運行事業について。 

 これは、公益性が高いが収益性が見込めない事業

は特にしっかりとした事業スキームを構築する必要

があると思っています。今後の課題と公共交通の維

持、確保及び利用促進に必要な視点とは何かを伺い

たいと思います。 

○三島（進）委員長 藤原歴史まちづくり部長。 

○歴史まちづくり部長（藤原亮彦） コミュニティ

バスの運行事業についてでございます。今後、高齢

化の進展によりまして、公共交通への依存度はます

ます高くなっていくものと考えております。問題と



－9－ 

してはやはり、現在２億円の事業費で、そのうち運

賃収入というのが14.5％しかないというところ、運

行財源の確保というのが非常に難しい課題になって

いることに加えまして、最近では深刻な運転手不足

というのがございまして、仕事はしたいんだけれど

運転手がいないので受けれないという事業者の声を

現実的に聞くようになってまいったところでござい

ます。こうした状況を踏まえて、コミュニティバス

のあり方については抜本的な見直しが迫られている

ものと思っております。 

 こうした状況下では、やはり利用が少なく乗降客

が減少している路線というのはどうしても見直しを

していかなければいけない環境にあると思っており

ます。コミュニティバスの運行基準というのも設け

ておりますので、こういったものに従って対応して

いくことになると思っております。 

 したがいまして、私どもがお願いをしたいと強く

思っておりますのは、地域住民の皆さんに、コミュ

ニティバスは地域の重要な社会基盤であるというこ

とを十分認識していただいて、みずから乗って守る

という意識になっていただくことが最も重要なこと

だと考えておりますので、今後こういったことをし

っかり訴えていきたいと考えております。 

 その上で、地域の実態に合わせて持続可能な移動

手段をどのようにして確保していくのか、例えば例

示としてはいつも申し上げております自治会輸送と

いうものもございますが、こうした共助による移動

手段の導入など、その仕組みについて自主的、主体

的にみずからの地域の課題として話し合い、取り組

んでいただきたいと考えております。そうした意味

でも、９月２日から法吉団地、比津が丘、うぐいす

台で電動カートを活用した地域共助型モビリティー

の実証実験が先駆的に行われているということがご

ざいまして、こうした取り組みを行っていただいて

いることに本当に感謝申し上げるとともに、大変う

れしく思っているところでございます。 

 こうした地域での主体的な取り組みに対して、市

としては必要な情報を提供するとともに、共創、協

働の理念を持って一緒になってこの課題解決に取り

組んでいくという姿勢で支援してまいりたいと思っ

ておりますので、どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

○三島（進）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 そういたしますと、84ページに移ります。 

 次に、我が事・丸ごとの地域づくり推進事業につ

いて。 

 福祉の課題は多岐多様であり、松江市において部

局間連携はもとより官民連携による地域福祉のまち

づくりが急がれるところでございます。ふくしなん

でも相談所について、主な相談内容と課題について

伺います。 

○三島（進）委員長 早弓福祉部長。 

○福祉部長（早弓康雄） ふくしなんでも相談所に

ついてでございますが、ふくしなんでも相談所は松

江市社会福祉協議会が独自事業といたしまして、市

民の皆様の身近な相談窓口といたしまして、介護、

障がい、生活困窮などに限らずどんな困り事でも相

談を行い、総合的にサポートする場所として、平成

29年、去年の７月に社協の窓口14カ所全てに開設さ

れたものでございます。市といたしましては、この

事業経費について補助を行っているところでござい

ます。 

 相談件数は190件、年度中途でございましたから

７月からですけれど190件ございまして、主な相談

内容としましては認知症、在宅介護、社会的孤立、

経済的困窮、近隣住民とのトラブルなど非常に多岐

にわたっております。 

 今後の課題といたしましては、民生児童委員、福

祉推進委員を初め、住民の皆様にふくしなんでも相

談所を住民の身近な存在として広く知っていただく

ことが最も重要なことと考えております。また、複

雑で深刻な事例の解決のためには弁護士会や医療機

関などとの連携を強化していく必要があると考えて

おります。 

 さらに、ふくしなんでも相談所におきましては、

相談員の親身になったきめ細かい対応と、これまで

以上の相談員のスキル向上が必要であるため、市と

してそれに向けた支援を行ってまいりたいと考えて

おります。以上でございます。 

○三島（進）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 続きまして、86ページから88ページあたりになり

ます。 

 避難行動要支援者支援事業並びに要配慮者支援推

進事業について。 

 このことにあわせ、しっかりと運用できる福祉避

難所の検討など急がれると思います。市民部、防災
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安全部、福祉部、３部共同で取り組むことで見えて

きた課題と、地域におけるより実効性のある共助、

支え合いの体制づくり、必要な視点とは何か伺いた

いと思います。 

○三島（進）委員長 早弓福祉部長。 

○福祉部長（早弓康雄） 避難行動要支援者や要配

慮者支援の取り組みにつきましては、三島伸夫議員

の一般質問にもお答えさせていただいておりますけ

れども、これまでは各地域に対しまして組織の結成

に向けた説明を重点的に行っておりまして、今後は

自分のこととして一人一人が考えていただくための

説明を、これまで不足していた部分をしていきたい

と考えております。 

 ことし７月に開催いたしました共創・協働マーケ

ットにおきまして、見守り、支え合いの輪をより広

げていくためにはというテーマでワークショップを

開催いたしまして、参加者の皆様より、見守りの仕

組みによるよい変化、それから仕組みづくりにおい

ての課題や心配事、それと工夫や取り組みについて

のアイデアをいただいたところでございます。ま

た、11月に予定されております地域の代表者である

町内会・自治会連合会、公民館長会、地区社会福祉

協議会の３団体合同研修会におきましても、このこ

とについて議論を深めるとお聞きしております。 

 なお、今月末には川津地区におきまして自治連合

会と自主防災委員会、川津地区社会福祉協議会が共

催で、地域のつながりをもとにした見守り助け合い

事業をテーマに研修会が開催される予定となってお

りますので、３部共同で出席いたしまして、説明な

どの対応をさせていただきたいと考えております。 

 今後は、全市に共創・協働による支え合いの仕組

みづくりを広げてまいりたいと考えております。以

上でございます。 

○三島（進）委員長 松浦市長。 

○市長（松浦正敬） ちょっと補足させてもらいま

すけれども、なかなかこの要援護者の支援事業とい

うのは非常に名前も難しくて、何か新しくこういう

ものをつくらなきゃいけないという思いがこれまで

非常にあるわけですが、既に例えば自主防災組織で

あるとかあるいは自治会等で、そういったもう自主

的に見守り活動というのはやっておられるところが

かなり多いんじゃないかと私は思います。そうした

ものをそういう要援護者支援事業という形でやって

いけばいいわけでございます。今までどうしても３

部に分かれておりまして、縦割りでいろいろ対応し

てきたということの弊害がちょっと出ておりますの

で、先ほど申し上げましたように３部共同で地域に

入ってやっていく。そのときには、そういう既に実

質的にやっているようなものについてはそれをぜひ

そういった組織としてやっていただくと、こういう

ことをぜひやっていきたいと思いますので、地元の

皆さん方にもぜひともよろしくお願い申し上げたい

と思います。 

○三島（進）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 続きまして、92ページ。 

 障がい者就労移行支援事業について。 

 福祉就労から一般就労に移行した場合の課題、そ

れから具体的な取り組みについて伺います。また、

地域移行の場として必要なグループホームが不足す

る理由について伺いたいと思います。 

○三島（進）委員長 早弓福祉部長。 

○福祉部長（早弓康雄） 福祉就労から一般就労に

移行した際の課題といたしましては、企業によって

は障がいの特性に沿った配慮とか環境整備が十分に

できていない場合があるため、一般就労に不安を抱

えてその仕事に定着できないという状況がありま

す。 

 定着に向けての支援といたしましては、現在ハロ

ーワーク、障害者就業・生活支援センターが、一般

就労移行後に企業訪問や定期相談を実施していると

ころでございます。加えて今年度、国が就労定着支

援サービスを新設いたしまして、就労移行支援事業

所等の支援員が企業や障がい者宅の定期訪問を行

い、相談支援を行っているところでございます。 

 本市といたしましては、関係機関と連携して新サ

ービスの周知を行い、一般就労移行後の定着に取り

組んでまいりたいと考えております。 

 それから、入所施設や医療機関から住まいへの移

行に当たりましては、グループホームが必要となっ

ております。サポートステーション絆というところ

がございますけれども、その空き情報の確認を定期

的に実施いたしまして、情報提供に努めているとこ

ろでございます。その状況につきましてでございま

すが、あきがほとんどなく、入居希望に対応できて

いない状況があります。 

 グループホームの新設それから増設に当たりまし

ては、国と市におきまして施設整備の補助を行って
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いるところでございますが、運営に当たっての報酬

が低いこと、それから多額の費用がかかることか

ら、施設建設に結びつかない状況でございます。引

き続き事業所に対しまして補助制度の周知を行うと

ともに、国に対しては市長会を通じて補助制度の拡

充を求めてまいりたいと考えております。以上でご

ざいます。 

○三島（進）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。障がい者の方

の雇用の場を促進するという意味で、やっぱりしっ

かりとしたその環境を整備していくことは非常に重

要な視点ではないかと思っております。どうぞよろ

しくお願いします。 

 次に、資料編の196ページになります。 

 商工連携推進事業について。 

 地域ブランド育成において、例えば農産物はその

年の天候や自然環境に左右されやすいものがありま

す。全体を通してコンスタントに商品化をするのに

は、努力を要する面があるとは思いますが、取り組

みを推進する企業へのサポートはどのようになって

いるのかお伺いします。 

 また、新商品開発に対する評価と、地域おこし協

力隊がかかわった事例があれば伺いたいと思いま

す。 

○三島（進）委員長 森山産業経済部長。 

○産業経済部長（森山郁夫） 新たに商品開発して

いくということは、売れる商品づくりをしていくと

いうことが重要であると考えておりまして、農水商

工連携事業推進協議会では生産者、製造者だけでな

く地元スーパーや土産物店といった販売店側と一緒

に商品化することで、販売店側が持っている消費者

ニーズなどの情報を取り入れた新商品の開発を進め

ており、売れる商品を目指しております。 

 なお、地域おこし協力隊が独自で開発したものと

いたしましては、平成29年度は八雲の猪肉を使った

猪フランクや、来待石を使ったプランターなど７品

目がございます。 

○三島（進）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 次に、212ページになりますが、本社機能移転・

拡充補助金事業は、しっかりとしたビジョンを持つ

ことで地域の可能性を広げることにつながると私は

思っています。雇用の場の創出に向けた課題と取り

組み内容について伺います。 

○三島（進）委員長 松浦市長。 

○市長（松浦正敬） 内容につきましては担当の部

長のほうからお答えをさせていただきますが、これ

まで本社機能の移転につきましては、通常の企業移

転にプラスしまして補助率の上乗せであるとか、そ

ういう形で今対応しております。それから、国にお

きましてもそうした本社機能を地方に移した場合の

固定資産税の不均一課税であるとか、そういう形で

やっておりますが、やはりそういう奨励的なもので

はなくて、これからは税制面におきましても本社機

能を移転しない場合にはむしろペナルティーを科す

るぐらいの税制に切りかえてもらいたいと私どもは

思っておりまして、現に今中核市の市長会ではそう

いうことをこれから国に対して提言をしようと思っ

ているところでございまして、そういう形で機運醸

成というものを国を挙げて図っていただきたいと思

っております。 

○三島（進）委員長 森山産業経済部長。 

○産業経済部長（森山郁夫） 本市におきます本社

機能の移転、拡充の補助事業についてでございます

が、本社機能移転・拡充促進補助金を創設して、投

下固定資産の10％の補助や固定資産税相当額を10年

間補助するほか、新規雇用従業員１人当たり30万円

を補助するなどの、既存の企業立地奨励条例による

支援制度に上乗せする優遇措置を行っているところ

でございます。 

 その結果、大阪市から松江山本金属株式会社を誘

致することができ、創業後３年までに31人の雇用計

画や固定資産税、市民税など市税増額の効果が生ま

れているということでございます。以上です。 

○三島（進）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 続きまして、340ページ、最後になります。 

 住生活基本計画策定事業について。 

 計画に掲載した事業の進捗状況と、今後の課題が

あれば伺いたいと思います。 

○三島（進）委員長 藤原歴史まちづくり部長。 

○歴史まちづくり部長（藤原亮彦） 住生活基本計

画につきましては、ことし３月に策定をいたしまし

て、これに基づきまして新たな施策を本年度から開

始したところでございます。 

 新規事業として、まずは住宅に関する総合相談窓

口の開設というのを掲げておりまして、６月１日に

建築指導課内に松江市住宅総合相談窓口を開設いた
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しまして、８月までの３カ月で既に117件の相談を

いただいたところでございます。また、窓口の開設

に先立ちまして、住宅に関するさまざまな問題に対

応するために、官民の住宅に関する団体で構成しま

す松江市住生活連絡会という組織を立ち上げたとこ

ろでございます。これによりまして、専門的な相談

への対応や各機関の住宅に関する情報共有、それか

ら情報交換の体制を整えることができたところでご

ざいます。 

 今後は、各種の相談に対応できるよう、もちろん

職員の研さんを積みますとともに、分野別、専門的

な事項に対する相談の機会をふやすために、関係機

関と連携いたしまして合同相談会などを開催してい

きたいと考えております。 

 また、新たな事業としてですが、中古住宅の流通

及び利活用の促進、それから空き家バンク制度の活

性化というものに積極的に取り組むこととしており

ます。以前もお話ししましたように、鹿島地区をモ

デル地区に指定しまして、活用可能な土地、建物の

所在や所有者の活用に対する意思の把握を自治会連

合会等と連携して行うことにしております。そのた

めの基礎資料の整理をこれまで行ってまいりました

ので、これができましたので、今後は地域に入らせ

ていただいて意見交換を進め、その結果、流通可能

な物件については空き家バンクに登録したり不動産

業界と連携して流通の促進を図っていきたいと考え

ております。 

 冒頭に申し上げましたとおり、この計画に基づく

新たな施策というのは４月から開始したところでご

ざいまして、今後この課題についても徐々に明らか

になってくると考えております。計画に登載した施

策を着実に実行することで、テーマに掲げておりま

すが、誰もが安心して暮らし続けられる住まいづく

りの実現に向けて、市民の皆様を初め町内会・自治

会など多様な主体と連携しながら実効性のある取り

組みを推進してまいりたいと考えております。 

○三島（進）委員長 岩本委員。 

○岩本委員 ありがとうございます。 

 以上で総括質疑を終わります。ありがとうござい

ました。 

○三島（進）委員長 市民クラブ川井弘光委員。 

○川井委員 決算の審査に当たりまして、会派内で

いろいろと議論をしてまいりましたけれども、その

中で予算書や附属資料を見てもなかなか全体像が見

えにくいものとか読み取りにくいもの、それから審

査の前提としてどうしても聞いておきたいことに絞

りまして、４項目７点質問させていただきますの

で、回答をお願いいたします。 

 １項目めは、総括的な実績評価ということで、そ

の１点目が財政の健全化の問題でございます。 

 一般質問、あるいはきょうの質問でも、趣旨とし

ては節約すればいいってものじゃないというような

発言もあったわけでありますけれども、確かにそう

なんですが、そうはいっても財政運営の健全化とい

うのは大事なテーマでございまして、平成29年度に

どういったことに取り組まれたのか、その評価につ

いてお伺いしたいと思います。 

○三島（進）委員長 講武財政部長。 

○財政部長（講武直樹） まず、本市の財政上の一

番の課題は、地方債残高が多いということがござい

ます。地方債残高の縮減と毎年度の公債費の負担の

低減に長年取り組んでいるところでございます。こ

れによりまして、実質公債費比率は地方債による負

担の健全性を評価したものでございますけれども、

平成29年度決算では14.6％と、前年度より0.5ポイ

ント改善をした結果となりましたので、そういう意

味では健全化が進んでいるものと考えております。 

 当面の間は、中期財政見通しでも掲げております

ように、地方債残高、現在1,158億円となりました

けれども、これを1,000億円までまず減らしたいと

考えております。また、実質公債費比率も10％以下

を目標に目指していきたいと考えているところでご

ざいます。 

 先ほど野津委員にもお答えを申し上げましたけれ

ども、もう一つの課題といたしまして、普通交付税

の合併算定がえの縮減という問題がございます。平

成27年度から８年間で、最終的には25億円の一般財

源が純粋に減っていくことになります。また、交付

税の減に加えまして扶助費の増や公共施設の維持管

理費の増も見込まれておりますので、財政の健全化

策といたしまして公共施設の適正化により維持管理

費の減を図ったり、事務事業の見直しにより業務の

スリム化も進めているところでございます。また、

未利用資産の売却による財源確保、それから使用

料、手数料の見直しなどにも取り組みを進めている

ところでございます。 

 また、決算の評価といたしましては、中核市への

移行準備や寒波への対応なども行いつつ、10億円余
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りの黒字決算とすることができましたが、経常収支

比率や実質公債費比率などの財政健全化指標も全て

改善をしております。健全化は着実に進んでいると

思っておりますけれども、ただし平成29年度は厳し

い財政状況でございましたので、財政調整基金を３

億7,000万円、地域振興基金８億円を取り崩して決

算をしたところでございます。 

 特に最近では全国的に豪雨や地震などの災害が頻

発しております。こうしたことに備えまして、財政

調整基金は一定額以上を維持確保することが必要だ

と、その必要性は一層高まっているとも考えている

ところでございます。 

 とはいえ、厳しい財政状況ではございますけれど

も、新庁舎の建設や地方創生の取り組みは着実に積

極的に進める必要がございます。課題は多岐にわた

りますけれども、中期財政見通しを策定する中でバ

ランスをとりながら持続可能な財政運営に今後も取

り組んでいきたいと考えているところでございま

す。 

○三島（進）委員長 川井委員。 

○川井委員 決算資料を読み解くポイントがよくわ

かりました。ありがとうございました。 

 ２点目ですけれども、人づくりの成果と課題とい

うことでございます。まちづくりを進める上で選ば

れるまちということを目標にする、その中で人を大

切に育てるんだということや、あるいは地産地消と

いうキーワードの中ではこれを担う人材を育ててい

くんだといったようなことが掲げられてきたと承知

をしておりますけれども、これが思惑どおりに事業

展開ができたのだろうかということでございまし

て、平成29年度の特徴的な成果と課題についてお伺

いしたいと思います。 

○三島（進）委員長 松浦市長。 

○市長（松浦正敬） 昨年の６月の所信表明で、私

は地産地消ということを申し上げまして、人づくり

におきましてもいわゆる手づくりといいますか、循

環をする人づくりといいますか、そうしたものを目

指していくと、こういうことを申し上げたところで

ございます。 

 その中で、子どもの教育分野でございますけれど

も、昨年７月から地域と進める松江てらこや事業を

初めといたします、地域で子どもを支える取り組み

を始めました。それから、松江城を対象にしまし

て、この理解を深めるふるさと教育、それから企業

の出前講座などのキャリア教育を行うなど、子ども

たちにはもとよりでございますけれども、親御さん

それから教職員にも松江への理解と愛着を深めても

らうような取り組みを進めたところでございます。 

 それから、一昨年から進めておりますが、地域版

のまちづくり総合戦略の策定プロセスにおきまし

て、改めて地域の若い人、女性、それから町外から

の転入者などがまちづくりのプレーヤーとして加わ

るきっかけが生まれております。さらに地域おこし

協力隊も取り組みに加わっているということで、多

くの地域でまちづくりを担う人材の層が厚くなって

きたと考えております。 

 ことしはもう一つ、関係人口づくりということを

今は目指しておりまして、この本会議でも申し上げ

ましたけれども、都会地の大学との連携、あるいは

同窓会、こういうものを活用いたしまして地元との

連携というものを強化していくと、こういう取り組

みをしていきたいと思っております。 

 いずれにしましても、人材を育むためには市民一

人一人の地域愛とともに、やはりこれは息の長い取

り組みが必要だと思っております。各部局におきま

しては第１次総合戦略、それから総合計画でも盛り

込みました人づくりの精神を大切にしながら、市民

の皆様との共創・協働による次世代人材の育成に引

き続き取り組んでまいりたいと思っております。 

○三島（進）委員長 川井委員。 

○川井委員 それでは、２項目めで、産業振興に関

する成果と課題についての質問をさせていただきま

す。 

 その一つ目は観光振興ということですが、平成

29年度予算案の審査をする際に、総括質疑の中でイ

ンバウンド観光推進事業費を取り上げました。この

中の答弁で、観光消費額それから経済波及効果につ

いて県や山陰インバウンド機構とも協議をしながら

検討したいという答弁をいただいたわけですけれど

も、その後の状況について伺いたいと思います。 

○三島（進）委員長 錦織観光振興部長。 

○観光振興部長（錦織裕司） 山陰インバウンド機

構のほうが、昨年９月から外国人観光客実態調査を

実施されまして、国、地域別の山陰における滞在日

数、訪問した観光地、それから観光消費額の把握、

分析を進めているところでございます。 

 今回の調査結果によりますと、宿泊料金、飲食

費、交通費、買い物代などの１人当たりの平均消費
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額が、台湾が３万9,660円、韓国が４万9,890円、欧

米が３万7,219円、香港便が就航しておりまして、

山陰での滞在日数が３泊、４泊と比較的長い香港が

８万7,668円となったところでございます。 

 この消費額を今後いかに拡大していくかがこれか

らの重要な目標になると思っておりますけれども、

殊に買い物、飲食の消費額につきましては、全国平

均と比較してもまだまだ伸ばしていく余地があると

感じております。このほど発行いたしました英語版

飲食店ガイドの活用や、飲食店などの外国語メニュ

ーや、カード並びにスマホ決済の導入などを官民で

一層推進していく必要があると考えております。 

 また、インバウンド戦略を展開するには、こうし

た調査は消費額のみならず外国人観光客の動態をつ

かむ上でも非常に重要だと思っておりまして、今後

山陰インバウンド機構とも協議をし、調査方法の検

証と改善を重ねていただくとともに、さらにこの調

査のデータを生かし、市や圏域での経済波及効果の

算出にも取り組んでまいりたいと考えております。

以上でございます。 

○三島（進）委員長 川井委員。 

○川井委員 それでは、この項目の２点目ですけれ

ども、農林水産業の振興策についてということで。 

 たびたびもうかる農林水産業ということが、この

実践に向けてどうするかということが話題になるわ

けですけれども、地産地消にかかわるアクションプ

ランも策定をされました。平成29年度の事業実績と

課題についてお伺いをしたいと思います。 

○三島（進）委員長 森山産業経済部長。 

○産業経済部長（森山郁夫） 学校給食では、市内

産野菜使用率の向上に向け、年間を通じて使用量の

多いタマネギの供給期間拡大を図るために、保冷庫

での保管の試行実施や、新たにニンジンの契約栽培

の開始、生産者と栄養士による規格の目合わせなど

に取り組みました。 

 一方で、タマネギなど年間を通じて使用量の多い

品目の生産の拡大と、長期間供給するための保存方

法の確立が課題となっております。 

 生産振興につきましては、ＪＡと連携して新たな

振興作物としてカボチャとジャガイモの生産に取り

組み、本年度から学校給食への供給を行うととも

に、カボチャにつきましては共同販売による市場出

荷も行いました。今後もさらに品目の拡充を図って

まいりたいと考えております。 

 また、旅館、ホテル、病院など食事を提供する施

設への販路拡大についても、関係事業者に使用状況

の調査や意向の確認を進め、松江市立病院への供給

を始めましたので、今後は他の施設へも確実な販路

として拡大を図ってまいります。 

 先月、関係機関の代表者で構成します松江市地産

地消推進協議会を設置し、昨年度事業の評価と検証

を行っていただくとともに、本年度事業への御意見

をいただいたところです。今後ともＰＤＣＡサイク

ルによりこの計画を確実に実行してまいりたいと考

えております。 

○三島（進）委員長 川井委員。 

○川井委員 それでは、３項目めの質問に入りま

す。 

 水道事業会計の状況についての質問です。 

 ２点ありますが、関連があるので一括で質問させ

ていただきますけれども、会派内でいろいろ議論を

する中で、簡易水道との統合によるこの会計への影

響を心配する声が非常に強く出されました。このこ

とについては第１次松江市上下水道事業経営計画案

にも記載をされているわけでございますけれども、

平成29年度決算への影響と今後の課題、あるいは対

策などについてお伺いしたいということ、それと上

下水道施設というのは災害発生時にはとりわけ重要

なインフラであるということでございますので、一

定の内部留保があるということではございますが、

簡易水道事業との統合によって財政運営が非常に厳

しさを増していると。こういう中で今後この配管の

老朽化対策でありますとか災害拠点になる施設、い

わゆる避難所や病院などへの配管の耐震化など、配

水設備の整備計画におくれが出たりすることはない

んでしょうかということをお伺いしたいと思いま

す。 

○三島（進）委員長 川原上下水道局長。 

○上下水道局長（川原良一） お答えをいたしま

す。 

 平成29年度の決算におきましては、簡易水道事業

を統合した後も３億6,300万円の利益を確保するこ

とができたわけでございます。今後、高料金対策に

かかわります交付税措置が統合後10年で打ち切りと

なるなど経営環境が厳しくなるわけでございます

が、第１次松江市上下水道事業経営計画の案では、

３条会計におきまして収益確保と費用縮減というも

のを図りまして、10年後も投資の財源となる利益を
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４億円程度確保できるものと見込んでいるところで

ございます。 

 また、４条会計におきましては、内部留保資金を

有効に活用しながら防災対策を主眼とした建設改良

事業を計画的に進めますとともに、企業債残高の縮

減にも努めまして、おおむね良好な経営状況が維持

できるものと考えているところであります。 

 ２点目でございますが、策定中の経営計画におき

ましては、簡易水道の統合による収益、費用の見込

みを織り込んだ計画といたしているところでござい

ますので、この計画に盛り込んでおります施設、管

路の整備につきましては着実に実施できるものと考

えているところであります。以上でございます。 

○三島（進）委員長 川井委員。 

○川井委員 ありがとうございました。 

 それでは、４項目め、最後の質問ですが、病院事

業会計の状況について伺います。 

 がんセンター開設による影響についてということ

でございますが、これも平成26年度の予算案の審査

のときの総括質疑で、このセンターの開設による財

政運営への影響を懸念いたしまして、一般会計から

の繰り出しなど財政支援について市長の御見解を伺

った経過がございます。平成29年度実際どうであっ

たのか、決算におけるセンター開設の影響があった

のかどうかについて伺いたいと。 

 資料を見ている限りにおいては、センターだけを

捉まえて決算状況を説明するというのはなかなか難

しい面もあるのかもしれませんけれども、わかる範

囲でお答えいただければと思います。 

○三島（進）委員長 吉川市立病院事務局長。 

○市立病院事務局長（吉川浩二） がんセンターが

本格稼働いたしまして、初年度ということでござい

ましたけれども、おおむね順調な滑り出しだと認識

しております。もとよりがんセンターは公的な部

分、そして不採算部門を擁しております関係上、一

般会計から財政支援をいただいているところでござ

いますけれども、具体的には屋上のヘリポートなど

災害対応の役割を持つ部分に対しましては企業債元

利償還金の全額、そして建物や医療機器、最先端の

医療機器を整備させていただいておりますけれど

も、こういった高額医療機器につきましては半分に

ついて繰り出しを受けているところでございます。

さらに、がん相談、あるいはフィットネスルームな

ど市民へのサービス部門に対する一部経費につきま

しても支援をいただいております。 

 １年を経過したところで、質の高い医療に対しま

して患者はもとより市民の皆さんからは大変高い評

価をいただいております。 

 委員御指摘のがんセンターの個別部門といいます

か、そういった収支状況でございますけれども、が

ん患者のほとんどが本院と一体となった治療あるい

は支援を受けておられる状況の中で、部門別にこの

成果というか収支を出すことはちょっとできません

で、病院全体についてですけれども、がんセンター

が開設、稼働以降に病院に対する新規入院患者、そ

して開業医からの紹介患者、これが非常に開設後堅

調に増加しておりまして、今回病院事業の全体の黒

字収支、この維持にも寄与しているものと分析して

おります。 

 今後におきましても安定した経営基盤を維持しな

がら、地域の中核病院としてさらなる発展を目指し

たいと考えております。以上でございます。 

○三島（進）委員長 川井委員。 

○川井委員 終わります。 

○三島（進）委員長 続きまして、公明クラブ長谷

川修二委員。 

○長谷川委員 公明クラブの長谷川修二でございま

す。会派を代表いたしまして総括質疑をさせていた

だきます。よろしくお願いいたします。 

 初めに、平成29年度松江市一般会計歳入歳出決算

について。 

 １点目が、個人市民税及び法人市民税の増や固定

資産税が昨年より増加したのは、景気の緩やかな上

昇が影響したものと思われますが、昨年度の松江市

の景気の状況をどのように判断されているのかお伺

いいたします。 

○三島（進）委員長 講武財政部長。 

○財政部長（講武直樹） 市税の状況といたしまし

ては、野津照雄委員にもお答えしましたとおり、個

人市民税、法人市民税、固定資産税の増収によりま

して約４億7,000万円の増収となったところでござ

います。 

 島根県が毎月発表しております島根県の経済動向

によりますと、昨年度の経済動向といたしましては

持ち直しの動きが続いているということでございま

して、生産活動、雇用情勢なども改善の動きが続い

ているとされています。 

 松江市におきましても、この市税の状況から見ま
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しても同様に経済の持ち直しの動きが続いていたも

のと推察をしているところでございます。 

○三島（進）委員長 長谷川委員。 

○長谷川委員 それでは、２点目お伺いいたしま

す。 

 地方消費税交付金が対前年度比5.4％伸びており

ます。消費傾向の上昇と思われます。一方、若者の

みならず、昨今市民全体でもネット購入による消費

も急激に伸びてきている現状がございます。しか

し、ネット販売の本社のほとんどは都会にございま

す。消費は、我々地方に住む市民が行っているもの

も多数ございます。この現状についてどのように思

われるかお伺いをいたします。 

○三島（進）委員長 講武財政部長。 

○財政部長（講武直樹） 地方消費税は、消費を行

った地域と税収の最終帰属地を一致させるために都

道府県の間で商業統計に基づき案分、清算が行わ

れ、市町村に地方消費税交付金として交付されてい

るところでございます。 

 委員おっしゃいますように、近年、全国的にイン

ターネットでの商品購入が普及したことによりまし

て、消費税が都会地へ流出しているのではないかと

いうようなことがございます。平成29年度に都道府

県間の清算基準の見直しが行われました。清算基準

に用います販売額のうち、通販・カタログ販売、イ

ンターネット販売に関するものがその基準から除外

をされたところでございます。このことで地方へ配

分額が厚くなりまして、地方消費税交付金が増額と

なったところでございます。 

 なお、平成30年度以降も清算基準の見直しがある

ということでございますので、これらの改正により

適切に最終消費地に分配されることになるんではな

いかと思っているところでございます。 

○三島（進）委員長 長谷川委員。 

○長谷川委員 今後も明るい見通しであるというこ

とで、期待しているところでございます。 

 ３点目でございますが、不用額が約20億円と、対

前年度比約５億円増加となっておりますが、その理

由についてお伺いをいたします。 

○三島（進）委員長 講武財政部長。 

○財政部長（講武直樹） 平成29年度の不用額は

20億4,000万円でございました。前年度に比べます

と５億円の増となりましたが、その主な要因といた

しましては、小中学校の建設費の不用額が前年度比

３億円の増となったことが掲げられます。これは、

平成28年度の国の補正予算、経済対応ですね、に伴

いまして、平成29年度へ繰り越した小中学校の大規

模改造事業費等によるものなんですけれども、国庫

補助金の要望予算を最大限計上しておりましたが、

結果としまして事業費の確定により差異が生じたも

のでございます。 

 また、残りは私立保育所などの運営費と生活保護

費におきまして、不用額がそれぞれ約１億円の増加

となりました。これは、入園者数や生活保護受給者

数等を推計して予算計上いたしましたが、結果とし

て受給者数等が推計値を下回り、給付額が減となっ

たためでございます。 

 こうしたことにより、対前年に比べますと５億円

の増となったものでございます。 

○三島（進）委員長 長谷川委員。 

○長谷川委員 続きまして、４点目でございます

が、松江市においては継続して子育て支援に力を注

いでおります。出生数の目標を年間2,000人として

おりますが、昨年の出生数を伺い、あわせてその評

価についてお伺いをいたします。 

○三島（進）委員長 松浦市長。 

○市長（松浦正敬） 平成29年１月から12月の１年

間の出生数は、1,630人でございました。残念なが

ら目標の2,000人には到達しなかったということで

ございます。 

 こうした出生数が伸び悩む原因の一つは、若者の

東京一極集中に加えまして、出生数の動向を左右す

る出産に適した年齢層、つまり20代から30代の女性

の数そのものが少子化の影響を受けて減少してしま

ったと、そういうことがございます。 

 それからもう一つの原因といたしましては、個人

の価値観というものが変わってきている。多様化し

まして、女性の社会進出が進むにつれまして、より

自由な生き方ができる時代になったということも影

響していると考えられます。その結果として、松江

のような地方都市におきましても、幸せな人生の選

択肢として、それが結婚だということの優先度とい

うのが下がってきているということで、未婚化ある

いは晩婚化が進んできたのではないかと思っており

ます。 

 これまで、市では待機児童の解消などの保育の受

け皿づくり、あるいは保育料の軽減、子ども医療費

の助成、こういった子育て世代の負担軽減策、そう
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いったいわゆる子育てしやすい環境づくりというこ

とに努めてきたところでございます。それから、Ｉ

Ｔ企業の誘致、それから地元の企業の魅力発信、そ

ういった松江で暮らしていくための魅力ある雇用環

境の整備にも努めてきたところでございます。 

 今回の本会議での議論もございましたけれども、

若者の結婚に対する意識を高めていくということが

出生数の増加にもつながっていくわけでございま

す。引き続き、市内の企業あるいはＪＡなど出会い

の場づくりに取り組む関係者との連携を深めてまい

りたいと思っております。 

 本会議で私も、それぞれの組織での上司が何か気

をきかせて働きかけをしたらどうかと、こういう話

をしましたが、なかなかいろいろな状況があってう

まくいかないということがございます。まずは、例

えば市役所が一つの、隗より始めよではないんです

けれども、市役所と例えば市内の企業とのマッチン

グのようなことをやってみる、あるいは企業と企業

とのマッチングというようなものにこの市役所が間

に立って支援をしていくとか、そういうやり方とい

うものもこれからあるのではないかとも感じている

ところでございます。 

 いずれにしましても、この人口減少問題というの

は、少子化ということですが、長い時間をかけて起

こった現象でございます。私は、この解決に当たり

まして、１年や２年の短期的な結果で一喜一憂して

はいけないと思っているところでございます。第１

次総合戦略で掲げました出生数年間2,000人という

ことは、大変厳しい目標ではありますけれども、関

係部署とも分野横断的に連携して、粘り強く取り組

んでまいりたいと思っております。 

○三島（進）委員長 長谷川委員。 

○長谷川委員 引き続きの御努力をよろしくお願い

いたします。 

 ５点目、扶助費でございます。 

 扶助費について、先ほど来ございますとおり毎年

増加の傾向が続いているということでございます。

平成29年度が、対前年比では約1.0ポイント下がっ

た決算になっておりますが、実際は臨時福祉給付金

が８億円強なかったことによるものであり、実質は

微増となっていると。このことについて、どのよう

に分析をされていらっしゃるかお伺いをいたしま

す。 

○三島（進）委員長 早弓福祉部長。 

○福祉部長（早弓康雄） 臨時福祉給付金を差し引

きました扶助費につきましては、実質増加となって

おります。その主な要因は児童福祉関連で、保育士

等の賃金改善や私立認定こども園の増加に伴い利用

児童数が増加したこと、また障がい者福祉関連経費

でございますけれども、障がい者サービスの利用者

数の増加や福祉職員の処遇改善加算による増となっ

ております。 

 扶助費につきましては、野津委員にもお答えいた

しましたとおり、今後も増加傾向は続くと考えてお

ります。市といたしましては、今後とも適正な施策

の実施に努めてまいります。以上でございます。 

○三島（進）委員長 長谷川委員。 

○長谷川委員 続いて、６点目でございます。 

 松江市では観光の入り込み客数1,000万人、観光

滞在宿泊者数250万人という目標を掲げて、さまざ

まな施策を取り組んでいらっしゃいます。昨年度の

観光入り込み客数、または滞在宿泊者数の実績はい

かがであったか、またその評価についてもあわせて

お伺いをいたします。 

○三島（進）委員長 錦織観光振興部長。 

○観光振興部長（錦織裕司） 平成29年の観光入り

込み客数は、松江城国宝化効果が落ちついたことな

どにより、前年比2.7％減の約998万人となり、

1,000万人には届きませんでしたけれども、昨年か

ら運行を開始いただきました瑞風を活用してＪＲ西

日本との連携で行いました継続的プロモーションの

効果もあり、依然高い水準は維持したものと考えて

おります。 

 宿泊客数につきましては、前年にございました高

校総体開催という大型イベントの反動などの影響も

ございまして玉造・しんじ湖温泉では減少いたしま

したけれども、コンベンション開催件数増などによ

りまして松江駅周辺を中心としたビジネスホテルで

は増加をいたしまして、全体では前年比0.3％減の

約209万人で、引き続き堅調に推移したものと考え

ております。 

 また、インバウンドにつきましては韓国、香港、

台湾などの東アジアやフランス市場への積極的なプ

ロモーション、さらに広島－松江間のワンコインバ

スによる誘客の取り組みなどによりまして、入り込

み客数は対前年比26.8％増の11万7,168人、宿泊客

数は16.6％増の５万4,962人と過去最高を更新した

ところでございます。以上でございます。 
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○三島（進）委員長 長谷川委員。 

○長谷川委員 ありがとうございました。 

 最後の質問でございます。 

 平成29年度松江市水道事業会計及び平成29年度松

江市下水道事業会計についてでございますが、これ

まで長年にわたって事業改善を目的に委託を進めて

きていらっしゃいます。その効果についてお伺いを

いたします。 

○三島（進）委員長 川原上下水道局長。 

○上下水道局長（川原良一） お答えをいたしま

す。 

 水道事業におきましては検針業務など、下水道事

業におきましては施設管理業務などをかねて民間事

業者に委託をしてまいったところでございます。こ

れに加えまして、平成27年度から検針業務、料金、

使用料の調定収納業務、窓口業務、滞納整理業務、

下水道の接続勧奨業務等を一括いたしましてお客様

センター業務として民間事業者に包括委託を行った

ところでございます。 

 この包括委託の効果でございますが、平成27年度

からの３年間で約3,300万円の効果額があったほ

か、窓口の開設時間というものを平日午後７時まで

に延長するなど、市民サービスの向上につながった

ところでございます。 

 当面、水道施設の運転管理、巡視点検業務につい

て民間委託を行ってまいりますとともに、引き続き

民間委託が可能な業務につきましては委託化を図り

まして、効率的な事業運営を進めてまいりたいと考

えているところでございます。以上でございます。 

○三島（進）委員長 長谷川委員。 

○長谷川委員 終わります。 

○三島（進）委員長 共産党市議団橘祥朗委員。 

○橘委員 共産党市議団の橘でございます。会派を

代表して６点ほど質問させていただきますので、よ

ろしくお願いいたします。 

 最初の項目は、決算から見て松江市の予算がどの

ように地域で動いたかというところでございます。 

 これまでも公共事業について、また日常の消耗品

などについてどれほど地元への還元があったかをお

尋ねし、地元での消費を厚くすることを要望してま

いりました。平成29年度の歳出総額が二百七十数億

円というところで一般会計あります。他会計を含め

てどれほど地元への還元、還流があったと考えられ

ますか。 

 また、地産地消は松江市の予算についても当然考

えておられることと思います。そのような視点から

財政を考えておられるのかという、大きく言って２

点お尋ねしたいと思います。 

 もちろん性質上当然松江市に残らないといいます

か、ほかのところに動いていくというのもあるのは

わかっているところではございますけれども、以上

よろしくお願いいたします。 

○三島（進）委員長 松浦市長。 

○市長（松浦正敬） まずは、一般会計の公共事業

でございますけれども、この建設工事関連はほぼ

100％市内業者に発注をしております。それから、

日常品を含む物品関係につきましても90％以上を市

内に本社あるいは支店、営業所を置く企業に発注を

いたしております。そういう意味で、税の地元への

還元、還流があるように配慮して発注に努めている

ということでございます。 

 また、上下水道局あるいはガス局といった公営企

業の工事発注につきましても、同様に地元発注を原

則といたしております。 

 それから、地産地消という視点から予算へ反映で

きるものがあるかということでございますけれど

も、例えば新しく今建設をやろうと思っております

玉湯のまがたま学園でございます、これは木造校舎

を考えているわけでございますけれども、この木造

につきましては地元の木材を活用いたします。そう

いう意味で地元産業の育成にもつながるものと期待

をいたしているところでございます。 

 今後も地産地消を大切にしまして、地元経済が循

環をして地域発展につながるように事業の実施を考

えていきたいと思っております。 

○三島（進）委員長 橘委員。 

○橘委員 ありがとうございます。市民からの税金

はできるだけ松江市の中で動いていくという方向で

引き続き取り組んでいただきたいと思います。 

 ２つ目に、保育所、放課後児童クラブの待機児童

問題の解決という点です。 

 平成28年に３年ぶりに保育所の年度当初の待機児

童が発生をし、年度中途待機児童も前年に比し増加

した。この要因をどのように分析をされ、それをど

のように平成29年度の事業執行に生かされたのか。

また、その結果平成29年度中途待機児童及び平成

30年度当初の待機児童はどのように推移をしたの

か。また、その結果を受け、今後の見通し、課題は
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何かということをまずお尋ねをします。 

○三島（進）委員長 舩木子育て部長。 

○子育て部長（舩木忠） 保育所についてでござい

ますけれども、平成28年度の待機児童の増加要因と

いたしましては、平成27年度から施行されました子

ども・子育て支援法によりまして保育所の入所条件

がまず緩和されたこと、また女性の就業率が年々上

昇したことに伴いまして保育所入所ニーズの高まり

が大きな要因と考えているところでございます。 

 そこで、平成29年度の保育所施設整備事業では、

国の補正予算に呼応いたしまして206名の定員増を

図ったところでございます。その結果、平成30年度

当初の待機児童数は前年より９名減少いたしまして

21名となりました。また、加えまして企業主導型保

育施設の整備を推進し、平成30年６月時点で４カ所

開所をしているところでございます。 

 平成29年10月からは、幼稚園の空きスペースを利

用した緊急一時預かり保育事業を実施しておりま

す。平成30年３月には、保育所に入所できなかった

13名のお子さんを受け入れたところでございます。 

 平成30年度は、前年度と比較いたしまして待機児

童数は減少はしておりますけれども、年度末に向け

てゼロ歳児、１歳児を中心に増加するものと見込ん

でおります。今後、これらの保育所入所ニーズ等を

踏まえまして、保育所だけでなく企業主導型保育施

設の整備も含めまして待機児童の解消を図りたいと

考えております。以上でございます。 

○三島（進）委員長 橘委員。 

○橘委員 企業型保育、その他いろいろと取り組ん

でおられる。それはそれとして、公の責任として待

機児童解消に向けて努力していただきたいと思いま

す。 

 この問題の２つ目ですけれども、放課後児童クラ

ブについても、今年度の５月１日現在での待機児童

が13人というような調査が先日発表されていまし

た。平成29年度はどのように推移をしたのか、また

今後の見通し、課題は何か、この点をお尋ねしたい

と思います。 

○三島（進）委員長 高橋副教育長。 

○副教育長（高橋良次） 児童クラブの待機児童の

推移でございますが、例年年度当初に多く、年度内

で徐々に解消されていく傾向にあるところでござい

ます。 

 平成29年度は、基準日の５月１日において待機児

童は16人でした。これが12月に解消しております。 

 今後も児童クラブの入会希望者は増加することを

見込んでおりまして、これまで行ってまいりました

引き続きの施設整備や指導員の人材確保、こういっ

た課題をきちっと対応してまいりたいと考えており

ます。また、地域の実情に合わせたきめ細やかな取

り組みを進めて、待機児童の解消に努めてまいりた

いと考えているところでございます。以上です。 

○三島（進）委員長 橘委員。 

○橘委員 使用料の負担もふえているという形にな

っておりますので、ぜひ待機児童の解消と保育指導

員の待遇改善等にも努力をしていただきたいと思い

ます。 

 ３点目です。弱者対策の充実を求めてというとこ

ろです。 

 私どもは、弱者対策の充実という点で、さまざま

な問題を一般質問等でも取り上げさせていただいて

おります。 

 一つは、生活保護を申請するために来庁される市

民の方が、生活保護基準に該当しないが困窮してい

る場合、生活困窮者自立支援事業へのつなぎはどの

ような形で行われているのか、現状と課題について

お尋ねしたいと思います。 

 それと同時に、弱者対策という点で平成29年度の

成果と教訓は何だったかという点もお尋ねをしたい

と思います。 

○三島（進）委員長 早弓福祉部長。 

○福祉部長（早弓康雄） 先日の一般質問で吉儀議

員にお答えしたとおりでございますが、生活保護の

相談に来られた方が生活保護基準に該当しないけれ

ども生活に困窮している場合につきましては、生活

困窮者自立支援事業を行う松江市くらし相談支援セ

ンターにつなぎまして、早期の問題解決に至るよう

努めているところでございます。 

 平成29年に生活福祉課からくらし相談支援センタ

ーへ生活に困窮されている方を御案内した件数は

36件ありました。今後も相談に来られた方のお話を

よく伺い、生活に困窮されている場合は適切にくら

し相談支援センターへつないでまいりたいと考えて

おります。 

 くらし相談支援センターにおいては、相談に来ら

れた方の相談に応じまして、個々の状況に応じてき

め細やかな対応をしているところでございます。平

成29年度は就労準備支援が19名、家庭相談支援が
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18名、一時生活支援が31名、合計68名の方の対応を

行っているところでございます。 

 事業を行う上で最も大切なことは、生活困窮状況

がひどくなる前の早期の発見と支援につなげていく

ことが大切だと考えております。地域の民生児童委

員を初めといたしまして、自治会・町内会などの各

団体や市内の相談機関に対しまして、早期のうちに

くらし相談支援センターへつないでいただけるよう

に、より積極的に周知、お願いをしていきたいと考

えております。以上でございます。 

○三島（進）委員長 橘委員。 

○橘委員 この問題では、生活保護を受けられるよ

うになった方はそれなりに対応できると。しかし、

頑張ってはいるんだけれどもなかなか収入がふえな

くて、しかも子どもも多いという家庭のところで

は、やはりそのすれすれのところで負担も大きい

し、公共料金等も値上がってきている、負担も大き

いというところが一番大変な状況に置かれているん

じゃないかなと、医療費等もかかるというような点

もあろうかと思います。そこのところの対策はやっ

ぱり目を光らせていただいて、手厚くやっていただ

きたいということをお願いしておきたいと思いま

す。 

 ４点目に移ります。 

 毎回のようにお聞きをしているところで、若干の

一般質問等とも重なる部分がありますが、市職員の

待遇改善についてです。 

 市職員の正規、嘱託、臨時の人数と割合、それか

ら同じく保育園の職員の正規、嘱託、臨時の人数と

割合、それから社会福祉協議会、あるいは公民館職

員、ここらも含めて正規、嘱託、臨時の人数とその

割合、ここまでまずお尋ねしたいと思います。 

○三島（進）委員長 広江総務部長。 

○総務部長（広江みづほ） 本市の平成29年４月１

日現在を捉まえましての職員数と割合は、次に述べ

ますとおりでございます。 

 正規職員数は、総務省の定員管理調査で、消防を

含む普通会計でございますけれども、1,599人でご

ざいます。また、嘱託職員は443人、臨時職員は

284人でございまして、職員の割合といたしまして

は正規が約７割、嘱託が約２割、臨時が約１割でご

ざいます。 

 そのうちにおりますけれども、保育所を取り上げ

ますと、正規職員が124人、臨時職員が133人でござ

いまして、正規と臨時の割合はほぼ同程度と考えて

おります。 

 また、幼稚園でございますけれども、正規職員数

が101人、嘱託園長でございますけれども10人、臨

時職員が38人でございまして、正規が約７割、嘱託

園長が約１割、臨時が約２割となっております。 

 社会福祉協議会におきます職員数でございます

が、正規が65人、嘱託が92人、臨時が11人でござい

まして、職員の割合で申し上げますと正規が約４

割、嘱託が約５割、臨時が約１割となっておりま

す。 

 最後に公民館職員でございますけれども、公設自

主運営方式の公民館28館について申し上げますが、

市が直接任用いたします館長を除きまして、正規

85人と嘱託６人、これを指定管理者でございます各

公民館運営協議会が雇用されておりまして、職員の

割合で申し上げますと正規が９割、嘱託が約１割と

いうことになっております。 

○三島（進）委員長 橘委員。 

○橘委員 続きまして、会計年度任用職員制度導入

について、労働組合等との話し合いはどのようにな

っているでしょうか。 

○三島（進）委員長 広江総務部長。 

○総務部長（広江みづほ） 会計年度任用職員は、

今回改正をされました地方公務員法によりまして、

正規職員と同様に勤務条件等に関しまして職員団体

との交渉制度が適用されるということになりますの

で、今後適宜必要な協議を行っていく予定となって

おります。 

○三島（進）委員長 橘委員。 

○橘委員 運用がスムーズにいくようにという点を

お願いしておきたいと思います。 

 最後に、この項の最後になりますけれど、先ほど

のお話では大体３割ぐらいが臨時、嘱託ということ

で、正規の職員７割というお話で、わかりました。

全国的には、公務にかかわって４割近い方が非正規

職員だと言われております。公務が４割近い非正規

職員によって支えられているという現状は、やはり

正常ではないなと思います。まあ松江市は３割と先

ほどおっしゃいました。正規職員の増や待遇改善に

向けての今後の対応についてお尋ねをしたいと思い

ます。 

○三島（進）委員長 広江総務部長。 

○総務部長（広江みづほ） 非正規の割合は、お話
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のとおり各自治体が効率的な行政サービスを目指す

中、全国的に増加をしておりまして、３割から４割

を占める状況となっております。松江市におきまし

ても、おっしゃったように、先ほどお答えしました

とおり同様な状況でございます。 

 こうした中で、正規職員の処遇改善に向けまして

は会計年度任用職員制度、これが平成32年度から新

たに始まるということになりますけれども、本会議

のほうでもお答えいたしましたとおり、総務省が作

成をしておりますマニュアルがございまして、こち

らの考え方に沿って取り組む考えでございます。 

 一方で、地方交付税の削減あるいは人口減少など

財政運営が厳しさを増す中で、事務事業のスクラッ

プを含めた不断の行政改革を実施するとともに、現

在正規、非正規職員両方の適正化に向けました職員

の定員管理計画を策定しております段階でございま

して、今後はこの計画に基づきまして職員数の適正

化というものに取り組んでいく考えでございます。 

○三島（進）委員長 橘委員。 

○橘委員 正規職員をふやすということは、先ほど

から出ていました人口減少の対策だとか、あるいは

女性の結婚の問題だとか、さまざまなところにやっ

ぱり波及をしてくるわけで、公務というところから

そこの改善が見られて、それがやっぱり民間に波及

をしていくということがそうした問題の対策にもつ

ながっていくのではないかと思います。財政状況の

ことをいろいろ言われるのはよくわかるんですけれ

ども、やはり公のところが、そこは突破をしていく

ということをやはりぜひ考えていただきたいと思い

ます。 

 続けて、５番目の地域おこし協力隊についてお尋

ねをいたします。 

 平成29年度は起業された方が１名、そしてまた新

規隊員３名で頑張ってこられて、また今年度に引き

継がれたと。今年度は新規隊員２名を加え、また予

算も増額をされて事業の展開が行われていると承知

をしているところです。 

 １期生の任期終了に伴う定住、あるいはまた起業

の見通し、それからまた今後も引き続き地域おこし

協力隊制度を活用するとすればどういう課題が見え

ているのか、その点をお尋ねしたいと思います。 

○三島（進）委員長 森山産業経済部長。 

○産業経済部長（森山郁夫） １期生５名は、任期

満了後の本市への定住を見据え、起業や独立に向け

た取り組みを加速させており、市としても個々の事

業がビジネスとして成立し、持続可能なものとなる

ようにフォローアップをしているところでございま

す。 

 今後も引き続き地域おこし協力隊制度を活用した

地域課題の解決や地域の活性化に取り組みたいと考

えておりまして、この事業を継続して実施するため

には隊員個々の取り組みの成功事例をつくっていく

ことが重要であり、課題と考えております。そのた

めには、隊員が任期終了となってもそこで終わりで

はなく、市が引き続きさまざまな形でかかわり続け

ながら、例えば地元や利害関係者との調整など行政

として可能な支援を行うほか、民間のまちづくり会

社である株式会社ちいきおこしによる特産品の企画

支援や経営計画支援などにより、彼らが本当に独立

できるまでフォローアップをしていくことが重要で

あると考えております。 

○三島（進）委員長 橘委員。 

○橘委員 全国的には６割、７割の方が定着をされ

ているのではないかという推測が出ているようで

す。八束町でも１名の方が起業をされております。

ぜひいろいろな形でこういう皆さんの定着が進むよ

うに、引き続き目をかけていただけたらなと思いま

す。 

 若干人数が減っていくような気がするんですけれ

ども、今後の人数の見通しとかはどんなでしょうか

ね。 

○三島（進）委員長 森山産業経済部長。 

○産業経済部長（森山郁夫） 大体毎年３名を予定

としております。以上です。 

○三島（進）委員長 橘委員。 

○橘委員 最後の問題に移ります。 

 耐震診断関連の予算についての拡大する方向での

対応を求めたいということなんですが、今年度の当

初予算の総括質疑の中で、地震が多発しており、耐

震診断や耐震改修の予算をふやすように要望させて

いただきました。しかし、前年度まで、つまり平成

29年度までの経過から、平成30年度の当初は変わら

ない予算がそこには組み込まれていました。ただ、

ことしに入ってといいますか、大田で地震があり、

大阪、北海道で地震が各地で起こっています。木造

住宅への耐震という問題で補正予算が組まれて、か

なり皆さんからの要望も広がったんだなということ

を今年度の補正予算で、９月の予算でも感じたとこ
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ろです。 

 そういう意味で、今後も木造住宅の耐震診断や改

修工事の要望が拡大すると考えます。平成29年度は

それまでのいろいろな経過の中から同額の予算であ

ったとは承知をしているんですけれども、そこら辺

のことについて、今年度のそうした増額の問題も含

めてどのように考えておられるのかということで、

来年度に向けての施策の充実について伺っておきた

いと思います。 

○三島（進）委員長 藤原歴史まちづくり部長。 

○歴史まちづくり部長（藤原亮彦） 耐震診断の関

連予算についてということでございます。若干、現

在の取り組みについてお話をさせていただきたいと

思います。 

 木造住宅の耐震化につきましては、ことし３月に

松江市耐震改修促進計画というのを策定しておりま

して、10年後の耐震化率90％の目標を掲げまして、

今年度から目標達成に向けましてさまざまな取り組

みを開始したところでございます。特に市報６月号

やＦＭ山陰、チラシ等を活用いたしまして、市民向

けの啓発活動に力を入れますとともに、６月には建

築指導課内に住宅の総合相談窓口を開設しまして、

木造住宅の耐震化に関する相談に対応しているとこ

ろでございます。また、今年度は木造住宅の耐震化

が進んでいない地域ということで、雑賀地区をモデ

ル地区に指定いたしまして、８月から全20町内会を

対象に耐震対策の出前講座や相談会、そうしたもの

を順次開催しております。住民の皆さんに身近なと

ころで、この木造住宅の耐震化が進まない理由など

について意見交換を重ねながら原因分析を行いまし

て、今後の施策に反映させていきたいと考えており

ます。 

 あわせて、４月以降に各地で発生しました大地震

の影響などによりまして、市民の皆さんの地震に対

する関心が高まっておりまして、住宅総合相談窓口

への耐震診断や耐震改修に対しての問い合わせも急

増しております。ことしの８月末現在で117件の相

談をいただいておりますが、そのうち半分は耐震に

関する相談といってよろしいと思っております。市

民の関心の高さがうかがえるところでございます。 

 こうした市民の関心やニーズの高まりを受けまし

て、先ほどもございましたようにこの木造住宅の耐

震化促進事業について、今議会におきまして増額の

補正予算をお願いさせていただいているところでご

ざいます。 

 今後とも、まずはこの耐震診断と改修の実績をふ

やしていきたいと考えております。木造住宅の耐震

化率の目標達成に向けて努力していく考えでござい

ます。 

 新年度についてということでございますが、まず

は今年度の成果、実績、それから明らかになった課

題というものを踏まえて、施策の内容について検討

を加えてまいりたいと考えております。 

○三島（進）委員長 橘委員。 

○橘委員 ぜひ引き続き拡充を求めておきたいと思

います。 

 終わります。 

○三島（進）委員長 以上で総括質疑を終結いたし

ます。 

 続いて、各会計質疑を行います。 

 初めに、決算第１号「平成29年度松江市一般会計

歳入歳出決算」の質疑に入ります。 

 質疑はありませんか。 

 宅野委員。 

○宅野委員 ちょっと質問通告をしておりません

が、平成30年度の予算説明資料と、これから決算に

入るわけですけれど、この平成29年度の実績報告書

の資料を見ますと、平成28年度の実績の数値目標と

いうのが書いてありますね。が、この平成30年度の

予算といわゆる平成29年度の実績報告書で、平成

28年度の実績の数値というのが、どの部分じゃなく

て違っている部分が、数字が変わっている部分があ

るんですね。総務にお伺いしたいんですが、わかり

やすく言うと、例えばジオパークの転入者がこの平

成30年度の予算では八百四十数名が、今度の決算だ

と平成28年度の分が998になっていたり、例えば障

がい者のバスの利用が、ここでは平成28年度は79万

2,000円になっているけれど決算では77万円です

ね。我々議員は経年化で状況を見るわけであります

ので、実績がこうして数値が変わるということがち

ょっと理解できないのでお聞きをしたいと思いま

す。 

 それと、これは提言というか要望になるかもしれ

ませんが、この平成30年度の計画もこの予算のとき

とまた変えておられます。多分最新の分を打ち込ん

だらと思いますけれど、我々議員からすると、平成

29年度もそうですけれど、計画見込みがあって実績

がどうだったというのを審議したいわけであります
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ので、アクションの部分の平成30年度の計画という

のはもちろん必要ですけれど、ここにはもちろん平

成29年度の計画は載っておりません。今後少し変え

られる部分は変えていかなきゃいけないと思うの

で、そこら辺に何か答弁ができるようでしたらお願

いしたいと思います。 

○三島（進）委員長 井田政策部長。 

○政策部長（井田克己） お尋ねは、この決算成果

表の資料とそれから予算のときの説明資料の、過去

の分でいえば前年または前々年の実績値が発行段階

で違うのではないかということを言っているんだと

思います。 

 ジオパークの関連をきのう聞いておりまして、内

容を調べました。その時点その時点、例えば平成

30年の当初予算の説明資料は今年度の当初、年度前

ですね、平成30年２月とか２月定例会に提案する段

階の時点で実績値を捉まえておりましたが、その

後、今回の決算附属調書をつくる段階において、そ

の段階の実績値に、ジオパークの場合は出雲と松江

の観光入り込み客の数ということで把握しておった

んですけれども、出雲の値に若干違いがあったとい

うことでございます。この点はおわびしたいと思い

ますが、その分を時点で修正をさせていただいたと

いうことがあります。 

 基本的には、かんなびにおいては省略を図るとい

うことで、実績値についてはそれぞれつなげていく

ということでやっております。それから、見込み計

画値につきましては、基本的には総合計画、総合戦

略の目標とする計画を踏まえたもの、またそれに類

するもので計画目標をつけております。ただ、いろ

いろな時点、時点のローリングの中で発行段階で見

直すこともあろうかと思いますが、ちょっとそこら

辺は全庁的に周知し、徹底、統一化を図っていきた

いと思います。以上です。 

○三島（進）委員長 宅野委員。 

○宅野委員 ジオパークがどうだということじゃな

くて、全体的にやはり実績が変わるというのは理由

づけをされるとかされたほうがいいと思いますし、

やはり平成29年度の見込み計画をここに載せて実績

がどうだったというふうに、まあ補正があるんでで

きるかはわかりませんが、そういう資料にできれば

改善していただきたいということを要望して終わり

ます。 

○三島（進）委員長 ほかに質疑はありませんか。 

 〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○三島（進）委員長 ないようですので、質疑を終

結いたします。 

 次に、特別会計の質疑に入ります。 

 決算第２号「平成29年度松江市国民健康保険事業

特別会計歳入歳出決算」から決算第８号「平成29年

度松江市鹿島町恵曇・講武・御津・佐太財産区特別

会計歳入歳出決算」まで、特別会計決算７件につい

て質疑を一括して行います。 

 質疑はありませんか。 

 〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○三島（進）委員長 質疑なしと認めます。 

 これにて終結をいたします。 

 続いて、企業会計の質疑に入ります。 

 決算第９号「平成29年度松江市水道事業会計決

算」から決算第13号「平成29年度松江市病院事業会

計決算」まで企業会計決算５件について、質疑を一

括して行います。 

 質疑はありませんか。 

 〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○三島（進）委員長 質疑なしと認め、質疑を終結

いたします。 

――――――――――――――――――――――― 

 分科会の設置について 

○三島（進）委員長 続きまして、分科会の設置に

ついてを議題といたします。 

 お諮りいたします。 

 決算審査を詳細に行うため、会議規則の規定によ

り、本委員会に分科会を予算委員会を除く常任委員

会単位で設置したいと思います。 

 これに御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○三島（進）委員長 異議なしでありますので、そ

のように決定をいたします。 

 続いて、お諮りいたします。 

 決算第１号「平成29年度松江市一般会計歳入歳出

決算」から決算第13号「平成29年度松江市病院事業

会計決算」まで決算13件につきましては、お手元に

配付してあります分担・委託表のとおり各分科会に

審査を分担・委託することに御異議ありませんか。 

 〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○三島（進）委員長 異議なしと認め、そのように

決定をいたします。 

 次回９月26日の決算特別委員会では、監査委員へ
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の質疑に対する答弁及び会派意見がございますが、

監査委員に対する質疑及び会派意見につきまして

は、分科会最終日の20日午後５時までに、文書によ

り書記まで提出をお願いいたします。 

 なお、提出いただきます会派意見につきまして

は、平成29年度の予算執行上の改善点を指摘し、平

成31年度予算への反映を求める内容となりますよ

う、よろしくお願いをいたします。 

 最後に、分科会の現地踏査の件ですが、各分科会

の判断で踏査を必要とする箇所があれば実施してい

ただきますようお願いをいたします。 

 本日はこれにて散会をいたします。 

 〔午後０時03分散会〕 

 

 


